































































団法人行政管理研究センター（Institute of Administrative Management）が刊行





































































































































































































































NTT （Nippon Telegraph and Telephone Corporation）にかわった。さらに2005年に
は，郵政民営化の是非を最大の争点とする総選挙で，当時の小泉内閣が
圧倒的多数の国民の支持を得ることになり，その 2年後に日本郵政
（Japan Post Holdings）が発足するに至った。
　こうした全国規模の「官から民へ」の動向とは異なり，「新しい公共」
の形成は社会の側にそのイニシアティブがある。NPOやその他の市民活
動団体が主たる担い手として登場する。法人格を認定されたNPO法人は
今のところ全国で45,700を超えたところであり，今後ますますその数が
増加していくであろうと予想される。かつて日本の市民運動は行政機関
や民間企業との対抗関係によって彩られていたが，今日の様相はかなり
異なってきている。「新しい公共」形成に参加するNPOや市民活動団体
は，むしろ行政機関や民間の事業者との協力・提携関係をとり結ぶ可能
性を追求しようとする。これぞまさしく市民のイニシアティブに基づく
新しいガバナンスの形態である。
　さらに付け加えると， 5年前の政権交代にあたって，この「新しい公
共」の形成とそれに対する支援が，民主党政権からあらためて打ち出さ
れることとなり，今後どのような展開をみせることになるのかが注目さ
れるところである。私見では，特定の政党や政治勢力と結びつくよりも，
それらとは一線を画した地域社会レベルでの多彩な展開を通じて，各分
野での「協治（cooperative governance）に支えられた自治」の仕組みが拡充
されることが重要ではないかと思う。
　国のレベルにおける性急な政治主導確立の企てにかんしては多くの批
判がある。また，「官から民へ」の掛け声にしたがった一方的な行政サー
ビスのアウトソーシングに対しても厳しい反省が求められている。その
なかで「新しい公共」の形成とそれに対する社会的支援の強化が要請さ
れているのであり，この動きは日本における市民社会再構築の課題に応
えるものでもある。
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４ ．国境を超えた取り組みへの示唆
　すでに触れたように，ガバナンス問題への取り組みは地域社会から国
際社会にまで及んでいる。そして「公共は国境を超えても成り立つ」こ
とを忘れるべきではない。私たちにとっては，さしあたり，アジア太平
洋地域におけるガバナンスと公共性の問題を視野におさめておく必要が
あろう。
　とはいえ，アジア太平洋地域の全体を見渡したうえでその問題を論ず
ることは，残念ながら私の能力を超える。せいぜいのところ，自分自身
のこれまでの研究を踏まえて，国民国家の国境を超えた国際社会での問
題についてどのように取り組んだらよいかということに言及するにとど
まる。
　公共性の観念が成立するには，それがどのレベルの社会のことであっ
ても，一定の共同性（commonality; commonness）が存在することが前提にな
るであろう。したがって，それがアジア太平洋地域のことであるならば，
その地域的広がりにおいてどの程度の共同性が存在するのか，すなわ
ち，同一の共同社会（community）を構成していると見なすことができる
ような，社会的・経済的・政治的・文化的諸関係の実体（substance）がど
の程度まで共有されているかを見きわめるところから出発しなければな
らない。
　そのうえで，その地域におけるガバナンスの問題を検討するというこ
とになれば，それぞれの国家の中央政府機関相互の外交的関係にとどま
らない，もっと広範な共通の「公共的問題」（public affairs）がどのような
かたちで存在しているのか，そして，それらの各種の公共的問題に関し
て，中央政府以外の多様なアクター間での相互関係のネットワークがど
の程度まで形成されているのかということが重要なポイントになってく
るであろう。なぜなら，国内の問題であると国際的な問題であるとを問
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わず，対象とされるべき公共的問題は政府の守備範囲をはるかに超えた
広がりにおいて形成され，またそれへの対応が求められることになるか
らに他ならない。そうした政府以外のアクターとなれば，まず第 1に各
種・各分野の企業組織が挙げられるが，地方レベルで国際的な協力関係
を構築している地場産業の中小企業の存在を見落とさないようにするこ
とが大事である。そのほか国連の専門機関や各国の準政府機関と提携し
て活動を繰り広げているNGOはもちろんのこと，文化的・学術的交流
にかかわる諸団体にまで視野を広げる必要があるであろう。
　最後に，私のガバナンス研究から学びとった基本的な視点を 2つだけ
指摘しておきたい。ひとつは，「中央統制（central control）の限界」を見
きわめるところから出発すること，もうひとつは，対象とする「システ
ムの自律性に対する疑念」を忘れないようにすることである。この 2つ
のことは密接に関連しあっているが，ガバナンス問題へのアプローチに
おいて非常に重要なことであると考えている。
　どんなに精緻に設計された中央統制の仕組みであっても，当初の想定
どおりに作動するものではない。組織理論等の成果に学ばなくとも，社
会的な制度やシステムの実際の行動の大部分は，その環境条件の変化に
よって大きく制約されていることは明白であるし，公式の文書に明示さ
れていないインフォーマルなルールに左右されるのがしばしばである。
各種のガバナンス問題は，中枢部からのコントロールが効かなくなった
状況のもとでこそ発生してくることをあらかじめわきまえてかかること
が肝要であると思う。
　また，どのようなシステムの構成を考えるにせよ，それがひとつのシ
ステムとして存立することを想定するとなれば，それを取り巻く外部環
境との間にあらかじめ一定の境界線を引かざるをえない。しかしそのこ
とから，当のシステムの自律性を，過度に信じてかかることは警戒を要
する。どんなシステムも，それが組織化され実体化されるにしたがって，
いわばゴーイング・コンサーンの経営体としての存続を図ることになら
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ざるをえなくなる。そこにおいて最も重要であり，かつ深刻なガバナン
ス問題は，既存システムによる自律的な解決が困難なものであることが
少なくないという現実である。端的にいえば，「経営のロジック」を超
えた次元でこそ，ガバナンス論で取り上げるにふさわしいガバナンス問
題が発現するのである。
　最初に触れた日本におけるガバナンス概念の用法との関連で，私が経
験した一つのエピソードをここで紹介しておくこととしよう。それは，
ガバナンス概念が日本に入ってきた1990年代の前半のことであった。す
なわち1993年の春，東京に世界の主要な68都市の首長，行政実務家，研
究者が集まって「都市経営世界会議」が開催された。国連と東京都の共
催である。この「都市経営」に当たる英語表記として国連事務局の企画
で採用されたのが他ならぬ“Metropolitan Governance”であった。とこ
ろが，その準備段階で東京都の事務局から，ガバナンスという言葉はな
じみがないからマネジメントに換えてほしいという注文がついた。大学
院時代の友人であった国連事務局の担当者からの相談をうけて，私ども
は協議を重ね，日本語では「都市経営」でかまわないが，英語表記は
“Metropolitan Governance”でなければ駄目だという結論に至った。約
20年前の日本は，まだそのような状況だったのである。
　このエピソードは何も国境を超えた国際的な問題についてのものでは
ないが，国際社会で通用しはじめていたガバナンス概念に対して，それ
をそのまま都市問題の解決に適用することに相当の抵抗感があったこと
を示している。理由のひとつとしては，思うに，日本でのガバナンス概
念の使用がコーポレート・ガバナンス論から始まったという事情にも由
来する。その「コーポレート・ガバナンス」にかんする『ジュリスト』
特集号は，上記の「都市経営世界会議」の翌年の刊行であり，当時から
今日に至るまで，「コーポレート・ガバナンス」の訳語に「企業統治」
が当てられている。しかし，これでは伝統的な「ガバメント」の用語に
かえて「ガバナンス」の用語を用いることの意義が曖昧になってしま
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い，各種の都市問題の解決にあたって，いぜんとして政府機構の頂点か
ら一元的に「統べて治める」イメージが支配的になってしまう。した
がって，「統治」のイメージが付着しがちな「ガバナンス」の語よりも
むしろ「経営」のほうがよいのではないかという，日本の当事者たちの
認識があったのではないかと推測される。
　「ガバメント」と「ガバナンス」が語源を共にしてはいることは既述
したとおりである。しかし両者は単純に一方を他方に置き換えてすむよ
うな関係にはない。その意味で，「コーポレート・ガバナンス」を「企
業統治」と訳し，そのままにしていることには再考をうながしたいとこ
ろである。さればといって，「ガバナンス」と「経営」とは同義ではな
いし，ひたすら経営規律の強化を論ずる文脈でガバナンス問題をとらえ
ることにも同様な危惧を感じざるをえない。
　日本でのガバナンス論を見ていると，ガバナンス概念がポピュラーに
なってからすでにかなりの年月が経過しているにもかかわらず，なぜ，
「統治」でも「経営」でもなく「ガバナンス」なのか，といった基本的
な事柄にかんしてすら十分なコンセンサスが成り立っていないことに気
づかされる。国境を超えた国際的なガバナンス問題に取り組むにあたっ
ても，もともとその国際関係の分野において，「ガバメントからガバナ
ンスへ」あるいは「統治なきガバナンス」が唱えられるようになった事
情にくり返し立ち返ることによって，可能な限りの共通認識をもつよう
に努めることが必要であろう。各国における地域文化の比較研究を通じ
て，上記のような基本用語の用法にかんする国々の差異が明らかにさ
れ，やがてメタ・レベルでの，公私両部門をまたぎ超えた「パブリッ
ク・ガバナンス」の理解が着実に進むように願ってやまないところであ
る。
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おわりに
　日本は2011年 3 月11日に勃発した東日本大震災によって大きな被害を
蒙ることになった。巨大津波による被害も甚大で，復興の道のりは遠い
が，福島第一原発の事故による放射線被害はさらに深刻である。この
「3.11震災」は10年前のアメリカ合衆国を襲った「9.11テロ」に匹敵す
る世界的大事件であり，本論も，それを具体例として論じたほうが時宜
にかなうものであったのかもしれない。
　私は長年にわたって行政学の研究に従事してきた。しかし，その行政
学における伝統的な教義や視座に固執していては，大災害がもたらす諸
問題の本質になかなか迫ることができない。そのことは，すでに19年前
の阪神淡路大震災のときから，ある程度まで分かっていたことである。
そこで私は，効率至上主義的な思潮がますます優勢になってくるなか
で，人びとの生命にかかわるようなファンダメンタルな施設整備や政策
においては，とかく非難されがちな「リダンダンシー」（redundancy）の考
えこそが大切であって，それ以外の場合においても，効率至上主義の制
度設計に偏した場合には，失うものがあまりに大きくなることを機会あ
るごとに主張してきた。「3.11震災」への対応策において，こうした考
え方がそれなりに評価されるようになってきたことは歓迎すべきではあ
るものの，悲しいことに私たちは，時が経つとともに，忘れてはいけな
いことまでもとかく忘れがちになる。
　本論で取り上げた公共性の問い直しにおいても，また現実の公共的問
題についてのガバナンス論からの取り組みにおいても，それぞれの分野
における学問のあり方が問われていることを自覚してかからなければな
らないであろう。いわゆる「論語読みの論語知らず」の例証としてしば
しば批判的に使われる警句，「よらしむべし，知らしむべからず」（民可
使由之　不可使知之）は，統治の実務に携わる人びとだけに関係するので
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はなく，各専門分野での専門家として立ち居振る舞うことが求められる
学者や研究者にとっても無縁なものではないということである。
